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各 都 道 府 県 知 事  
              殿 
各地方厚生（支）局長 
 
 

厚生労働省医政局長      
 
 

特別医療法人に係る経過措置の終了について 
 
 
特別医療法人については、「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一

部を改正する法律」（平成１８年法律第８４号）附則第８条の規定により、平成１９年４月

１日において特別医療法人であったものについて、引き続き収益業務の実施が可能である

等の経過措置が講じられていたところであるが、平成２４年３月３１日をもって当該措置

が終了することから、下記のとおり同日をもって既往通知の改正及び廃止をすることとし

た。 
貴職におかれては、これらについて御了知の上、貴管内の医療法人等に対する周知方お

願いする。 
 

記 
 
１ 既往通知の改正 

○ 「医療法人制度の改正及び都道府県医療審議会について」 
（昭和６１年６月２６日健政発第４１０号）             （別添１） 

○ 「病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運営管理指導要綱の制定について」 
（平成２年３月１日健政発第１１０号）               （別添２） 

○ 「いわゆる「出資額限度法人」について」 
（平成１６年８月１３日医政発第０８１３００１号）         （別添３） 

○ 「医療法人制度について」 
（平成１９年３月３０日医政発第０３３００４９号）         （別添４） 

○ 「医療法人の基金について」 
（平成１９年３月３０日医政発第０３３００５１号）         （別添５） 

○ 「社会医療法人の認定について」 
（平成２０年３月３１日医政発第０３３１００８号）         （別添６） 
 



 
２ 既往通知の廃止 

○ 「特別医療法人について」 
（平成１０年７月６日健政発第８０２号） 

○ 「特別医療法人に係る定款変更等の申請について」 
（平成１０年７月６日指第３９号) 

○ 「特定医療法人及び特別医療法人に関する定款等変更の取扱について」 
(平成１５年５月２７日医政指発０５２７００１号) 



 

 

○「医療法人制度の改正及び都道府県医療審議会について」（昭和６１年６月２６日健政発第４１０号）（抄） 

                    （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第一 医療法人制度に関する事項 

１～４ (略) 

５ 医療法人の理事長 

(1)～(2) （略） 

(3) 次に掲げるいずれかに該当する医療法人については、同項ただし

書の規定に基づく都道府県知事の認可が行われるものであること。 

① 特定医療法人又は社会医療法人 

 

② （略） 

③ 公益財団法人日本医療機能評価機構が行う病院機能評価による認

定を受けた医療機関を経営している医療法人 

(4)～(5) （略） 

６～１０ （略） 

 

第二 都道府県医療審議会に関する事項 

１～２ （略） 

別添１～４ （略） 

第一 医療法人制度に関する事項 

１～４ (略) 

５ 医療法人の理事長 

(1)～(2) （略） 

(3) 次に掲げるいずれかに該当する医療法人については、同項ただし

書の規定に基づく都道府県知事の認可が行われるものであること。 

① 特定医療法人又は社会医療法人（平成 24 年 3 月 31 日まで特別医

療法人を含む。） 

② （略） 

③ 財団法人日本医療機能評価機構が行う病院機能評価による認定を

受けた医療機関を経営している医療法人 

(4)～(5) （略） 

６～１０ （略） 

 

第二 都道府県医療審議会に関する事項 

１～２ （略） 

別添１～４ （略） 

 

（別添１） 



（別添２） 

○「病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運営管理指導要綱の制定について」（平成２年３月１日健政発第１１０号）（抄） 

                    （下線の部分は改正部分） 

改     正     後 改     正     前 

項   目 運営管理指導要綱 備       考 項   目 運営管理指導要綱 備       考 

Ⅰ 組織運営 

１ (略) 

 

２ 役員 

(1)～(3) (略) 

(4) 代表者 

（理事長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)～(6) (略) 

３～５ (略) 

Ⅱ～Ⅳ (略) 

 

 (略) 

 

 

 

１～３ (略) 

 

４ 医師又は歯科医師でない理事

のうちから理事長を選出する場

合は都道府県知事又は主たる事 

 務所の所在地を管轄する地方厚

生局長の認可を得ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ (略) 

 

 (略) 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

・医療法第 46条の３第１項  

・医師、歯科医師でない理事のうち

から選任することができる場合は以

下のとおりである。 

① (略) 

② 次に掲げるいずれかに該当する

医療法人 

イ 特定医療法人又は社会医療法  

人 

 

ロ 地域医療支援病院を経営して

いる医療法人 

ハ  公益財団法人日本医療機能評

価機構が行う病院機能評価によ

る認定を受けた医療機関を経営

している医療法人 

③ (略) 

 

 (略) 

Ⅰ 組織運営 

１ (略) 

 

２ 役員 

(1)～(3) (略) 

(4) 代表者 

（理事長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)～(6) (略) 

３～５ (略) 

Ⅱ～Ⅳ (略) 

 

 (略) 

 

 

 

１～３ (略) 

 

４ 医師又は歯科医師でない理事

のうちから理事長を選出する場

合は都道府県知事又は主たる事 

 務所の所在地を管轄する地方厚

生局長の認可を得ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ (略) 

 

 (略) 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

・医療法第 46条の３第１項  

・医師、歯科医師でない理事のうち

から選任することができる場合は以

下のとおりである。 

① (略) 

② 次に掲げるいずれかに該当する

医療法人 

イ 特定医療法人又は社会医療法

人（平成 24年 3月 31日まで特

別医療法人を含む。） 

ロ 地域医療支援病院を経営して

いる医療法人 

ハ  財団法人日本医療機能評価機

構が行う病院機能評価による認

定を受けた医療機関を経営して

いる医療法人 

③ (略) 

 

 (略) 

 



 

 

○「いわゆる「出資額限度法人」について」（平成１６年８月１３日医政発第０８１３００１号）（抄） 

                    （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

 

第一～第三 （略） 

 

第四 「出資額限度法人」への移行に当たっての留意点等 

① （略） 

② 社団医療法人で出資持分の定めのないものは、医療法施行規則（昭和

２３年厚生省令第５０号）第３０条の３９に照らし、「出資額限度法

人」に移行できないこと。一方で、「出資額限度法人」が社団医療法人

で出資持分の定めのあるもの（脱退及び解散時の出資持分の払戻請求権

が及ぶ範囲に制限を設けないもの、あるいは従前よりその及ぶ範囲が拡

大するものをいう。）へ移行（後戻り）することは、これを直接禁止し

た医療法その他関係法令上の規定は存在しないものの、社会医療法人又

は特定医療法人をはじめとする持分の定めのない法人への移行という非

営利性の確保のために期待される方向に照らし、適当でないこと。 

 

第五～第六 （略） 

別添１ （略） 

別添２ 

 

出資額限度法人モデル定款 備     考 

医療法人○○会定款 

 

第１章 名称及び事務所 

第１条 本社団は、医療法人○○会と称する。 

 

 

 

（削除） 

 

第一～第三 （略） 

 

第四 「出資額限度法人」への移行に当たっての留意点等 

① （略） 

② 社団医療法人で出資持分の定めのないものは、医療法施行規則（昭和

２３年厚生省令第５０号）第３０条の３９に照らし、「出資額限度法

人」に移行できないこと。一方で、「出資額限度法人」が社団医療法人

で出資持分の定めのあるもの（脱退及び解散時の出資持分の払戻請求権

が及ぶ範囲に制限を設けないもの、あるいは従前よりその及ぶ範囲が拡

大するものをいう。）へ移行（後戻り）することは、これを直接禁止し

た医療法その他関係法令上の規定は存在しないものの、特別医療法人又

は特定医療法人をはじめとする持分の定めのない法人への移行という非

営利性の確保のために期待される方向に照らし、適当でないこと。 

 

第五～第六 （略） 

別添１ （略） 

別添２ 

 

出資額限度法人モデル定款 備     考 

医療法人○○会定款 

 

第１章 名称及び事務所 

第１条 本社団は、医療法人○○会と称する。 

 

 

 

・病院又は診療所を１

（別添３） 



 

 

 

 

 

 

第２条 （略） 

 

第２章 目的及び事業 

第３条 （略） 

第４条 本社団の開設する病院（診療所、介護

老人保健施設）の名称及び開設場所は、次のと

おりとする。 

 (１) ○○病院  ○○県○○郡（市）○○

町（村）  

 (２) ○○診療所 ○○県○○郡（市）○○

町（村）  

 (３) ○○園   ○○県○○郡（市）○○

町（村）  

２ 本社団が○○市（町、村）から指定管理者

として指定を受けて管理する病院（診療所、介

護老人保健施設）の名称及び開設場所は、次の

とおりとする。 

 (１) ○○病院  ○○県○○郡（市）○○町

（村） 

 (２) ○○診療所 ○○県○○郡（市）○○町

（村） 

 (３) ○○園   ○○県○○郡（市）○○町

（村） 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本項には、地方自治

法（昭和 22 年法律第

67 号）に基づいて行う

指定管理者として管理

する病院（診療所、介

護老人保健施設）の名

称及び開設場所を掲げ

る。行わない場合に

は、掲げる必要はな

い。（以下、第 18 条

第３項及び第 19 条第

 

 

 

 

 

第２条 （略） 

 

第２章 目的及び事業 

第３条 （略） 

第４条 本社団の開設する病院（診療所、介護

老人保健施設）の名称及び開設場所は、次のと

おりとする。 

 (１) ○○病院  ○○県○○郡（市）○○

町（村）  

 (２) ○○診療所 ○○県○○郡（市）○○

町（村）  

 (３) ○○園   ○○県○○郡（市）○○

町（村）  

２ 本社団が○○市（町、村）から指定管理者

として指定を受けて管理する病院（診療所、介

護老人保健施設）の名称及び開設場所は、次の

とおりとする。 

 (１) ○○病院  ○○県○○郡（市）○○町

（村） 

 (２) ○○診療所 ○○県○○郡（市）○○町

（村） 

 (３) ○○園   ○○県○○郡（市）○○町

（村） 

 

つだけ開設する場合

は、医療法人○○病

院、医療法人○○医院

としても差し支えな

い。 

（略） 

 

 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第５条 本社団は、前条に掲げる病院（診療

所、介護老人保健施設）を経営するほか、次の

業務を行う。 

   ○○看護師養成所の経営 

 

 

 

 

 

第３章 （略） 

 

第４章 資産及び会計 

第 10 条 本社団の資産のうち、次に掲げる財産

を基本財産とする。 

 (１)・・・ 

 (２)・・・ 

 (３)・・・ 

２ （略） 

第 11条～第 16条 （略） 

 

第５章 役員 

第 17条 本社団に、次の役員を置く。 

 (１) 理事 ○名以上○名以内 

     うち理事長１名  

 (２) 監事 ○名 

 

 

 

５項において同じ。） 

・本条には、医療法

（昭和 23年法律第 205

号。以下 ｢法 ｣ とい

う｡）第 42 条各号の規

定に基づいて行う附帯

業務を掲げる。行わな

い場合には、掲げる必

要はない。 

 

（略） 

 

 

・不動産、運営基金等

重要な資産は、基本財

産とすることが望まし

い。 

 

 

 

 

 

・原則として、理事は

３名以上置かなければ

ならない。ただし、都

道府県知事の認可を受

けた場合には１名又は

２名でも差し支えな

い。（法第 46 条の２

 

第５条 本社団は、前条に掲げる病院（診療

所、介護老人保健施設）を経営するほか、次の

業務を行う。 

   ○○看護師養成所の経営 

 

 

 

 

 

第３章 （略） 

 

第４章 資産及び会計 

第 10 条 本社団の資産のうち、次に掲げる財産

を基本財産とする。 

 (１)・・・ 

 (２)・・・ 

 (３)・・・ 

２ （略） 

第 11条～第 16条 （略） 

 

第５章 役員 

第 17条 本社団に、次の役員を置く。 

 (１) 理事 ○名以上○名以内 

     うち理事長１名  

 (２) 監事 ○名 

 

 

 

 

・本条には、医療法

（昭和 23年法律第 205

号。以下 ｢法 ｣ とい

う｡）第 42 条第１項の

規定に基づいて行う業

務を掲げる。行わない

場合には、掲げる必要

はない。 

 

 （略） 

 

 

・不動産、運営基金等

重要な資産は、基本財

産とすることが望まし

い。なお、本条は必ず

しも設けなくてもよ

い。 

 

 

 

・原則として、理事は

３名以上置かなければ

ならない。ただし、都

道府県知事の認可を受

けた場合は１名又は２

名でも差し支えない。

（法第 46 条の２参



 

 

 

 

 

 

 

 

第 18 条 理事及び監事は、社員総会において選

任する。 

２ 理事長は、理事の互選によって定める。 

３ 本社団が開設（指定管理者として管理する

場合を含む。）する病院（診療所、介護老人保

健施設）の管理者は、必ず理事に加えなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照）なお、理事を１

名又は２名置くことと

した場合でも、社員は

３名以上置くことが望

ましい。 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

・病院、診療所又は介

護老人保健施設を２以

上開設する場合におい

て、都道府県知事（２

以上の都道府県の区域

において病院、診療所

又は介護老人保健施設

を開設する医療法人に

ついては主たる事務所

の所在地を管轄する地

方厚生局長）の認可

（以下、第 31 条にお

いて同じ｡）を受けた

場合は、管理者（指定

管理者として管理する

病院等の管理者を除

く。）の一部を理事に

加えないことができ

る。（法第 47 条参

 

 

 

 

 

 

 

第 18 条 理事及び監事は、社員総会において選

任する。 

２ 理事長は、理事の互選によって定める。 

３ 本社団が開設（指定管理者として管理する

場合を含む。）する病院（診療所、介護老人保

健施設）の管理者は、必ず理事に加えなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照）なお、理事を１名

又は２名置くこととし

た場合は、社員は３名

以上置くことが必要で

ある。 

・常務理事は必ずしも

置かなくてもよい。 

 

 

・法第 47条参照。 

・２以上の都道府県の

区域において病院、診

療所又は介護老人保健

施設を開設する医療法

人については主たる事

務所を管轄する地方厚

生局長の認可とする。

（以下、第 32 条にお

いて同じ。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４ 前項の理事は、管理者の職を退いたとき

は、理事の職を失うものとする。 

５ （略） 

第 19条 理事長のみが本社団を代表する。 

２ （略） 

３ 理事は、本社団の常務を処理し、理事長に

事故があるときは、理事長があらかじめ定めた

順位に従い、理事がその職務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～５ （略） 

第 20条 （略） 

 

第６章 会議 

第 21条～第 22条 （略）  

第 23 条 理事長は、必要があると認めるとき

は、いつでも臨時総会及び理事会を招集する

ことができる。 

２ 社員総会の議長は、社員総会において選任

照） 

・理事の職への再任を

妨げるものではない。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （略） 

 

 

 

 

 

４ 前項の理事は、管理者の職を退いたとき

は、理事の職を失うものとする。 

５ （略） 

第 19条 理事長のみが本社団を代表する。 

２ （略） 

３ 理事は、本社団の常務を処理し、理事長に

事故があるときは、理事長があらかじめ定めた

順位に従い、理事がその職務を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～５ （略） 

第 20条 （略） 

 

第６章 会議 

第 21条～第 22条 （略） 

第 23 条 理事長は、必要があると認めるとき

は、いつでも臨時総会及び理事会を招集する

ことができる。 

２ 社員総会の議長は、社員総会において選任

 

 

 

 

 

 

・複数の常務理事を置

く場合は、「理事長に

事故があるときは、理

事長があらかじめ定め

た順位に従い、常務理

事 が そ の 職 務 を 行

う｡」とする｡ 

・常務理事を置かない

場合は「理事長に事故

があるときは、理事長

があらかじめ定めた順

位に従い、理事がその

職務を行う。」とす

る。 

 

 

 

 

 （略） 

 

 

 

 



 

し、理事会の議長は、理事長をもってあてる。 

３ 理事長は、総社員の５分の１以上の社員か

ら会議に付議すべき事項を示して臨時総会の招

集を請求された場合には、その請求のあった日

から２０日以内に、これを招集しなければなら

ない。 

４ 理事会を構成する理事の３分の１以上から

連名をもって理事会の目的たる事項を示して請

求があったときは、理事長は理事会を招集しな

ければならない。 

第 24 条 次の事項は、社員総会の議決を経なけ

ればならない。 

(１) 定款の変更 

(２) 基本財産の設定及び処分（担保提供を含

む｡) 

(３) 毎事業年度の事業計画の決定及び変更 

(４) 収支予算及び決算の決定 

(５) 剰余金又は損失金の処理 

(６) 借入金額の最高限度の決定 

(７) 社員の入社及び除名 

(８) 本社団の解散 

(９) 他の医療法人との合併契約の締結 

(10) その他重要な事項 

 

第７章 （略） 

 

第８章 合併及び解散 

第 32条～第 33条 （略） 

 

 

・総社員の５分の１の

割合については、これ

を下回る割合を定める

ことができる。 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、理事会の議長は、理事長をもってあてる。 

３ 理事長は、総社員の５分の１以上の社員か

ら会議に付議すべき事項を示して臨時総会の招

集を請求された場合には、その請求のあった日

から２０日以内に、これを招集しなければなら

ない。 

４ 理事会を構成する理事の３分の１以上から

連名をもって理事会の目的たる事項を示して請

求があったときは、理事長は理事会を招集しな

ければならない。 

第 24 条 次の事項は、社員総会の議決を経なけ

ればならない。 

(１) 定款の変更 

(２) 基本財産の設定及び処分（担保提供を含

む｡) 

(３) 毎事業年度の事業計画の決定及び変更 

(４) 収支予算及び決算の決定 

(５) 剰余金又は損失金の処理 

(６) 借入金額の最高限度の決定 

(７) 社員の入社及び除名 

(８) 本社団の解散 

(９) 他の医療法人との合併契約の締結 

(10) その他重要な事項 

 

第７章 （略） 

 

第８章 合併及び解散 

第 32条～第 33条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第３号及び第６号は

必ずしもいれなくても

よい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 34 条 本社団が解散した場合の残余財産は、

払込済出資額を限度として分配するものと

し、当該払込済出資額を控除してなお残余が

あるときは、社員総会の議決により、○○県

知事（厚生労働大臣）の認可を得て、国若し

くは地方公共団体又は租税特別措置法（昭和

32 年法律第 26 号）第 67 条の 2 に定める特定

医療法人若しくは医療法（昭和 23 年法律第

205 号）第 42 条の 2 に定める社会医療法人に

当該残余の額を帰属させるものとする。 

第 35条 （略） 

 

第９章 （略） 

 

附  則 

本社団設立当初の役員は、次のとおりとす

る。 

   理 事 長 ○ ○ ○ ○ 

   常務理事 ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

   理  事 ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

   監  事 ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法第 44 条第４項参

照。 

 

 

別添３～別添４ （略） 

第 34 条 本社団が解散した場合の残余財産は、

払込済出資額を限度として分配するものと

し、当該払込済出資額を控除してなお残余が

あるときは、社員総会の議決により、○○県

知事（厚生労働大臣）の認可を得て、国若し

くは地方公共団体又は租税特別措置法（昭和

32 年法律第 26 号）第 67 条の 2 に定める特定

医療法人若しくは医療法（昭和 23 年法律第

205 号）第 42 条第 2 項に定める特別医療法人

に当該残余の額を帰属させるものとする。 

第 35条 （略） 

 

第９章 （略） 

 

附  則 

本社団設立当初の役員は、次のとおりとす

る。 

   理 事 長 ○ ○ ○ ○ 

   常務理事 ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

   理  事 ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

   監  事 ○ ○ ○ ○ 

    同   ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法第 44 条第３項参

照。 

 

 

 

 

 

別添３～別添４ （略） 

 



 

 

○「医療法人制度について」（平成１９年３月３０日医政発第０３３００４９号）（抄） 

                    （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１ 改正の内容 

１～３ （略） 

４  医療法人の管理体制の見直しについて 

(1) （略） 

(2) 法第５１条から第５２条までの規定は、事業報告書、財産目録、貸借

対照表、損益計算書及び規則第３３条に規定する書類（以下「事業報告

書等」という。）の作成、都道府県知事（法第６８条の２及び規則第４

３条の３の規定により２以上の都道府県の区域において病院等を開設す

る医療法人にあっては地方厚生局長への届出及び閲覧に関する規定を整

備することにより、医療法人の透明性の確保を図るものであること。 

 

 

(3) （略） 

５～８ （略） 

第２ 医療法人の定款例及び寄附行為例について 

１ （略） 

①～② （略） 

２ １以外の医療法人で、定款又は寄附行為の変更につき法第５０条第１項

の認可の申請又は第３項の届出が必要となる部分を、次のとおり示すこと

としたこと。 

③～④ （略）  

⑤（削除） 

 

⑥（削除） 

 

⑦～⑧（略） 

第３～４ （略） 

第１ 改正の内容 

１～３ （略） 

４  医療法人の管理体制の見直しについて 

(1) （略） 

(2) 法第５１条から第５２条までの規定は、事業報告書、財産目録、貸借

対照表、損益計算書及び規則第３３条に規定する書類（以下「事業報告

書等」という。）の作成、都道府県知事（法第６８条の２及び規則第４

３条の３の規定により２以上の都道府県の区域において病院等を開設す

る医療法人にあっては地方厚生局長（ただし、改正前の医療法第４２条

第２項に規定する特別医療法人については、厚生労働大臣。）。以下同

じ。）への届出及び閲覧に関する規定を整備することにより、医療法人

の透明性の確保を図るものであること。 

(3) （略） 

５～８ （略） 

第２ 医療法人の定款例及び寄附行為例について 

１ （略） 

①～② （略） 

２ １以外の医療法人で、定款又は寄附行為の変更につき法第５０条第１項

の認可の申請又は第３項の届出が必要となる部分を、次のとおり示すこと

としたこと。 

③～④ （略）  

⑤ 特別医療法人の定款例－１及び２（平成 10年健政発第 802号）の

一部改正                         別添５ 

⑥ 特別医療法人の寄附行為例－１及び２（平成 10年健政発第 802

号）の一部改正                     別添６ 

⑦～⑧（略） 

第３～４ （略） 

（別添４） 



 

別添１ 

社団医療法人の定款例 備  考 

第１章～第４章 （略） 

 

第５章 役員 

第 17条 （略） 

第 18条 （略） 

２ （略） 

３ 本社団が開設（指定管理者として管理する

場合を含む。）する病院（診療所、介護老人

保健施設）の管理者は、必ず理事に加えなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～５ （略） 

第 19条～第 20条 （略） 

 

第６章 会議 

 （略） 

 

 

 （略） 

 

 

・病院、診療所又は介

護老人保健施設を２以

上開設する場合におい

て、都道府県知事（２

以上の都道府県の区域

において病院、診療所

又は介護老人保健施設

を開設する医療法人に

ついては主たる事務所

の所在地を管轄する地

方厚生局長）の認可

（以下、第 31 条におい

て同じ。）を受けた場

合は、管理者（指定管

理者として管理する病

院 等 の 管 理 者 を 除

く。）の一部を理事に

加えないことができ

る。（法第 47条参照） 

（略） 

（略） 

 

 

別添１ 

社団医療法人の定款例 備  考 

第１章～第４章 （略） 

 

第５章 役員 

第 17条 （略） 

第 18条 （略） 

２ （略） 

３ 本社団が開設（指定管理者として管理する

場合を含む。）する病院（診療所、介護老人

保健施設）の管理者は、必ず理事に加えなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～５ （略） 

第 19条～第 20条 （略） 

 

第６章 会議 

 （略） 

 

 

 （略） 

 

 

・病院、診療所又は介

護老人保健施設を２以

上開設する場合におい

て、都道府県知事（２

以上の都道府県の区域

において病院、診療所

又は介護老人保健施設

を開設する医療法人に

ついては主たる事務所

の所在地を管轄する地

方厚生局長の認可（以

下、第 31 条において同

じ。）を受けた場合

は、管理者（指定管理

者として管理する病院

等の管理者を除く。）

の一部を理事に加えな

いことができる。（法

第 47条参照） 

（略） 

（略） 

 

 



 

第 21条～第 24条 （略） 

第 25条 （略） 

２ 社員総会の議事は、出席した社員の議決権

の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

３ （略） 

第 26条～第 30条 （略） 

 

第７章～第９章 （略） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添２ 

財団医療法人の寄附行為例 備  考 

    第１章～第３章 （略） 

 

    第４章 役員及び評議員 

第 14条 （略） 

第 15条 （略） 

２ （略） 

３ 本財団が開設（指定管理者として管理する

場合を含む。）する病院(診療所、介護老人保

健施設)の管理者は、必ず理事に加えなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （略） 

 

 

（略） 

 

・病院、診療所又は介

護老人保健施設を２以

上開設する場合におい

て、都道府県知事（２

以上の都道府県の区域

において病院、診療所

又は介護老人保健施設

を開設する医療法人に

ついては主たる事務所

の所在地を管轄する地

方厚生局長）の認可

（以下、第 29 条におい

て同じ。）を受けた場

合は、管理者（指定管

理者として管理する病

第 21条～第 24条 （略） 

第 25条 （略） 

２ 社員総会の議事は、出席した社員の過半数

で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

３ （略） 

第 26条～第 30条 （略） 

 

第７章～第９章 （略） 

（略） 

 

別添２ 

財団医療法人の寄附行為例 備  考 

第１章～第３章 （略） 

 

第４章 役員及び評議員 

第 14条 （略） 

第 15条 （略） 

２ （略） 

３ 本財団が開設（指定管理者として管理する

場合を含む。）する病院(診療所、介護老人

保健施設)の管理者は、必ず理事に加えなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （略） 

 

 

 （略） 

 

・病院、診療所又は介

護老人保健施設を２以

上開設する場合におい

て、都道府県知事（２

以上の都道府県の区域

において病院、診療所

又は介護老人保健施設

を開設する医療法人に

ついては主たる事務所

の所在地を管轄する地

方厚生局長の認可（以

下、第 29 条において同

じ。）を受けた場合

は、管理者（指定管理

者として管理する病院



 

 

 

 

 

４～５ （略） 

第 16条～第 18条 （略） 

第５章～第８章 （略） 

院 等 の 管 理 者 を 除

く。）の一部を理事に

加えないことができ

る。（法第 47条参照） 

 （略） 

 

別添３ 

定款作成上の注意 

この定款例は、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部

を改正する法律（平成 18 年法律第 84 号。以下「改正法」という。）の施行日前

に設立された医療法人（租税特別措置法第 67 条の２第１項に規定する特定の医療

法人を除く。）の定款変更につき医療法第 50 条第１項の認可の申請又は第３項の

届出が必要となる部分を示したものである。 

 

１～３（略） 

 

〔改正後〕

社団医療法

人の定款例 

〔改正前〕出資額限度法人モデル定款 

(平成 16年医政発第 0813001号厚生労働省医政局長

通知) 

〔改正前〕社団

医療法人モデル

定款 

(昭和 61年健政発

第 410号厚生省健

康政策局長通知) 

（略） 医療法人○○会定款 

第１章～第６章 （略） 

 

 第７章 定款の変更及び解散 

第 32条～第 33条 （略） 

第 34 条 本社団が解散した場合の残余財

産は、払込済出資額を限度として分配

するものとし、当該払込済出資額を控

（略） 

 

 

 

 

４～５ （略） 

第 16条～第 18条 （略） 

第５章～第８章 （略） 

等の管理者を除く。）

の一部を理事に加えな

いことができる。（法

第 47条参照） 

 （略） 

別添３ 

定款作成上の注意 

この定款例は、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部

を改正する法律（平成 18 年法律第 84 号。以下「改正法」という。）の施行日前

に設立された医療法人（改正法の施行の際現に改正前の医療法第 42 条第２項に規

定する特別医療法人及び租税特別措置法第 67 条の２第１項に規定する特定の医療

法人を除く。）の定款変更につき医療法第 50 条第１項の認可の申請又は第３項の

届出が必要となる部分を示したものである。 

１～３（略） 

 

〔改正後〕

社団医療法

人の定款例 

〔改正前〕出資額限度法人モデル定款 

(平成 16年医政発第 0813001号厚生労働省医政局長

通知) 

〔改正前〕社団

医療法人モデル

定款 

(昭和 61年健政発

第 410号厚生省健

康政策局長通知) 

（略） 医療法人○○会定款 

第１章～第６章 （略） 

 

第７章 定款の変更及び解散 

第 32条～第 33条 （略） 

第 34 条 本社団が解散した場合の残余財

産は、払込済出資額を限度として分配

するものとし、当該払込済出資額を控

（略） 



 

除してなお残余があるときは、社員総

会の議決により、○○県知事（厚生労

働大臣）の認可を得て、国若しくは地

方公共団体又は租税特別措置法（昭和

32 年法律第 26 号）第 67 条の 2 に定め

る特定医療法人若しくは医療法（昭和

23年法律第 205号）第 42条の 2に定め

る社会医療法人に当該残余の額を帰属

させるものとする。 

 

第８章 （略） 

 

 

別添４ 

寄附行為作成上の注意 

この寄附行為例は、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の

一部を改正する法律（平成 18年法律第 84号。以下「改正法」という。）の施行

日前に設立された医療法人（租税特別措置法第６７条の２第１項に規定する特定

の医療法人を除く。）の寄附行為変更につき医療法第５０条第１項の認可の申請

又は第３項の届出が必要となる部分を示したものである。 

 

１～３ （略） 

 

（略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

除してなお残余があるときは、社員総

会の議決により、○○県知事（厚生労

働大臣）の認可を得て、国若しくは地

方公共団体又は租税特別措置法（昭和

32 年法律第 26 号）第 67 条の 2 に定め

る特定医療法人若しくは医療法（昭和

23年法律第 205号）第 42条第 2項に定

める特別医療法人に当該残余の額を帰

属させるものとする。 

 

第８章 （略） 

 

 

別添４ 

寄附行為作成上の注意 

この寄附行為例は、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等

の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 84 号。以下「改正法」という。）の

施行日前に設立された医療法人（改正法の施行の際現に改正前の医療法第４２

条第２項に規定する特別医療法人及び租税特別措置法第６７条の２第１項に規

定する特定の医療法人を除く。）の寄附行為変更につき医療法第５０条第１項

の認可の申請又は第３項の届出が必要となる部分を示したものである。 

１～３ （略） 

 

（略） 

 

別添５ 

定款作成上の注意 

この定款例は、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部

を改正する法律（平成 18 年法律第 84 号。以下「改正法」という。）の施行日前

に設立された医療法人（改正法の施行の際現に改正前の医療法第４２条第２項に

規定する特別医療法人に限る。）の定款変更につき、改正法附則第９条第１項の



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定により、施行日から１年以内に医療法第５０条第１項の認可の申請又は第３

項の届出が必要となる部分を示したものである。 

ただし、第４条第２項並びに第 13 条第２項及び第６項については、地方自治法

（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項に規定する指定管理者として管理

する公の施設である病院（診療所、介護老人保健施設）がない場合、規定する必

要がないこと。 
 

〔改正後〕特別医療法人

の定款例－１及び２ 

〔改正前〕特別医療法人

の定款例－１ 

(平成 10 年健政発第 802

号厚生省健康政策局長通

知) 

〔改正前〕特別医療法人

の定款例－２ 

(平成 10 年健政発第 802

号厚生省健康政策局長通

知) 

医療法人○○会定款 

 

第２章 目的及び事業 

 

第４条 本社団の開設す

る病院（診療所、介護

老人保健施設）の名称

及び開設場所は、次の

とおりとする。 

 

 (1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

２  本 社 団 が ○ ○ 市

（町、村）から指定管

理者として指定を受け

医療法人○○会定款 

 

第２章 目的及び事業 

 

第４条 本社団の開設す

る病院及び診療所（並

びに介護老人保健施

設）の名称及び開設場

所は、次のとおりとす

る。 

 (1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

 

 

 

医療法人○○会定款 

 

第２章 目的及び事業 

 

第４条 本社団の開設す

る病院及び診療所（並

びに介護老人保健施

設）の名称及び開設場

所は、次のとおりとす

る。 

 (1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て管理する病院（診療

所、介護老人保健施

設）の名称及び開設場

所は、次のとおりとす

る。 

 (1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

 

   第４章 役員 

 

第 13 条 理事長及び常

務理事は、理事の互選

によって定める。 

２ 本社団の開設（指定

管理者として管理する

場合を含む。）する病

院及び診療所（並びに

介護老人保健施設）の

管理者は、必ず理事に

加えなければならな

い。ただし、○○県知

事（厚生労働大臣）の

認可を受けた場合はこ

の限りでない。 

３～５（略） 

６ 監事には、この法人

の理事（これら親族そ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 役員 

 

第 13 条 理事長及び常

務理事は、理事の互選

によって定める。 

２ 本社団の開設する病

院及び診療所（並びに

介護老人保健施設）の

管理者は、必ず理事に

加えなければならな

い。ただし、○○県知

事（厚生労働大臣）の

認可を受けた場合はこ

の限りでない。 

 

 

３～５（略） 

６ 監事には、この法人

の理事（これら親族そ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 役員 

 

第 13 条 理事長及び常

務理事は、理事の互選

によって定める。 

２ 本社団の開設する病

院及び診療所（並びに

介護老人保健施設）の

管理者は、必ず理事に

加えなければならな

い。ただし、○○県知

事（厚生労働大臣）の

認可を受けた場合はこ

の限りでない。 

 

 

３～５（略） 

６ 監事には、この法人

の理事（これら親族そ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の他特殊の関係のある

者を含む。）及び職員

（本社団の開設する病

院、診療所又は介護老

人保健施設（指定管理

者として管理する病院

等を含む。）の管理者

そ の 他 の 職 員 を 含

む。）が含まれてはな

らない。また、各監事

は相互に親族その他特

殊の関係があってはな

らない。 

 

第 14 条（略） 

２～４（略） 

５ 監事は、次の職務を

行う。 

(1) 本社団の業務を監

査すること。 

(2) 本社団の財産の状

況を監査すること。 

(3) 本社団の業務又は

財産の状況につい

て、毎会計年度、監

査報告書を作成し、

当該会計年度終了後

３月以内に社員総会

又は理事に提出する

こと。 

(4) 第１号又は第２号

の他特殊の関係のある

者を含む。）及び職員

が含まれてはならな

い。また、各監事は相

互に親族その他特殊の

関係があってはならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

第 14 条（略） 

２～４（略） 

５ 監事は、民法第 59

条に規定する職務を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の他特殊の関係のある

者を含む。）及び職員

が含まれてはならな

い。また、各監事は相

互に親族その他特殊の

関係があってはならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

第 14 条（略） 

２～４（略） 

５ 監事は、民法第 59

条に規定する職務を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

による監査の結果、

本社団の業務又は財

産に関し不正の行為

又は法令若しくはこ

の定款に違反する重

大な事実があること

を発見したときは、

これを○○県知事

（厚生労働大臣）又

は社員総会に報告す

ること。 

(5) 第４号の報告をす

るために必要がある

ときは、社員総会を

招集すること。 

(6) 本社団の業務又は

財産の状況につい

て、理事に対して意

見を述べること。 

 

第６章 会議 

 

第 22 条 会議は、理事

長がこれを招集する。 

２ 理事長は、総社員の

５分の１以上の社員か

ら会議に付議すべき事

項を示して臨時総会の

招集を請求された場合

には、その請求のあっ

た日から２０日以内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第６章 会議 

 

第 22 条 会議は、理事

長がこれを招集する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第６章 会議 

 

第 22 条 会議は、理事

長がこれを招集する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に、これを招集しなけ

ればならない。 

３ 理事会及び評議員会

を構成する理事（現在

数）又は評議員（現在

数）の３分の１以上か

ら連名をもって会議の

目的たる事項を示して

請求があったときは、

理事長はその会議を招

集しなければならな

い。 

４ 社員総会の議長は、

社員総会において選任

し、理事会の議長は、

理事長をもってあて、

評議員会の議長は、評

議員の互選によって定

める。 

 

第７章 資産及び会計 

 

第 38 条 本社団の（事

業報告及び）決算につ

いては、毎会計年度終

了後２月以内に、事業

報告書、財産目録、貸

借対照表及び損益計算

書（以下「事業報告書

等」という。）を作成

しなければならない。 

 

 

２ その会議を構成する

社員若しくは理事又は

評議員の３分の１以上

から連名をもって会議

の目的たる事項を示し

て請求があったとき

は、理事長はその会議

を招集しなければなら

ない。 

 

３ 社員総会及び理事会

の議長は、理事長をも

ってあて、評議員会の

議長は、評議員の互選

によって定める。 

 

 

 

第７章 資産及び会計 

 

第 38 条 本社団の決算

については、監事の監

査を経た上、理事会及

び社員総会並びに評議

員会の承認を受け、毎

会計年度終了後２月以

内にこれを○○県知事

（厚生労働大臣）に届

け出なければならな

 

 

２ その会議を構成する

社員現在数若しくは理

事現在数又は評議員現

在数の３分の１以上か

ら連名をもって会議の

目的たる事項を示して

請求があったときは、

理事長はその会議を招

集しなければならな

い。 

３ 社員総会及び理事会

の議長は、理事長をも

ってあて、評議員会の

議長は、評議員の互選

によって定める。 

 

 

 

第７章 資産及び会計 

 

第 38 条 本社団の事業

報告及び決算について

は理事長が作成し、監

事の監査を経た上で、

第 23 条から第 25 条及

び第 28 条の手続きを

経て、毎会計年度終了

後２月以内にこれを○

○県知事（厚生労働大



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本社団は、事業報告

書等、監事の監査報告

書及び本社団の定款を

事務所に備えて置き、

社員又は債権者から請

求があった場合には、

正当な理由がある場合

を除いて、これを閲覧

に供しなければならな

い。 

３ 本社団は、毎会計年

度終了後３月以内に、

事業報告書等及び監事

の監査報告書を○○県

知事（厚生労働大臣）

に届け出なければなら

ない。 

 

第９章 雑則 

 

第 44 条 本社団の公告

は、官報（及び○○新

聞）によって行う。 

 

附 則 

 

本社団設立当初の役員及

び評議員は、次のとおり

とする。 

  理 事 長 ○○ ○○ 

  常務理事 ○○ ○○ 

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第９章 雑則 

 

第 44 条 本社団の公告

は、○○新聞（官報）

によって行う。 

 

附 則 

 

本社団設立当初の役員

は、次のとおりとする。 

 

  理 事 長 ○○ ○○ 

  常務理事 ○○ ○○ 

臣）に届け出なければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第９章 雑則 

 

第 44 条 本社団の公告

は、○○新聞（官報）

によって行う。 

 

附 則 

 

本社団設立当初の役員

は、次のとおりとする。 

 

  理 事 長 ○○ ○○ 

  常務理事 ○○ ○○ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  同    ○○ ○○ 

  理  事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  監   事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  評 議 員 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

 

  同    ○○ ○○ 

  理  事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  監   事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  評 議 員 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

 

  同    ○○ ○○ 

  理  事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  監   事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  評 議 員 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

 

 

別添６ 

寄附行為作成上の注意 

この寄附行為例は、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の

一部を改正する法律（平成 18 年法律第 84 号。以下「改正法」という。）の施行

日前に設立された医療法人（改正法の施行の際現に改正前の医療法第４２条第２

項に規定する特別医療法人に限る。）の寄附行為変更につき、改正法附則第９条

第１項の規定により、施行日から１年以内に医療法第５０条第１項の認可の申請

又は第３項の届出が必要となる部分を示したものである。 

ただし、第４条第２項並びに第 13 条第２項及び第８項については、地方自治法

（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項に規定する指定管理者として管理

する公の施設である病院（診療所、介護老人保健施設）がない場合、規定する必

要がないこと。 
 

〔改正後〕特別医療法人

の寄附行為例－１及び２ 

〔改正前〕特別医療法人

の寄附行為例－１ 

(平成 10 年健政発第 802

号厚生省健康政策局長通

知) 

〔改正前〕特別医療法人

の寄附行為例－２ 

(平成 10 年健政発第 802

号厚生省健康政策局長通

知) 

医療法人○○会寄附行為 医療法人○○会寄附行為 医療法人○○会寄附行為 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 目的及び事業 

 

第４条 本財団の開設す

る病院及び診療所（並

びに介護老人保健施

設）の名称及び開設場

所は、次のとおりとす

る。 

(1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

２  本 財 団 が ○ ○ 市

（町、村）から指定管

理者として指定を受け

て管理する病院（診療

所、介護老人保健施

設）の名称及び開設場

所は、次のとおりとす

る。 

 (1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

 

   第３章 役員 

 

第２章 目的及び事業 

 

第４条 本財団の開設す

る病院及び診療所（並

びに介護老人保健施

設）の名称及び開設場

所は、次のとおりとす

る。 

(1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第３章 役員 

 

第２章 目的及び事業 

 

第４条 本財団の開設す

る病院及び診療所（並

びに介護老人保健施

設）の名称及び開設場

所は、次のとおりとす

る。 

(1) ○○病院 ○○県

○○郡(市)○○町(村) 

 (2) ○○診療所 ○○

県○○郡(市)○○町(村) 

 (3) ○○園 ○○県○

○郡(市)○○町(村) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第３章 役員 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条 理事及び監事

は、評議員会において

選任する。 

２ 本財団の開設（指定

管理者として管理する

場合を含む。）する病

院及び診療所（並びに

介護老人保健施設）の

管理者は、必ず理事に

加えなければならな

い。ただし、○○県知

事（厚生労働大臣）の

認可を受けた場合はこ

の限りでない。 

３～６（略） 

７ 監事は、次の職務を

行う。 

(1) 本財団の業務を監

査すること。 

(2) 本財団の財産の状

況を監査すること。 

(3) 本財団の業務又は

財産の状況につい

て、毎会計年度、監

査報告書を作成し、

当該会計年度終了後

３月以内に理事に提

出すること。 

(4) 第１号又は第２号

による監査の結果、

 

第９条 理事及び監事

は、評議員会において

選任する。 

２ 本財団の開設する病

院及び診療所（並びに

介護老人保健施設）の

管理者は、必ず理事に

加えなければならな

い。ただし、○○県知

事（厚生労働大臣）の

認可を受けた場合はこ

の限りでない。   

 

 

３～６（略） 

７ 監事は、民法第 59

条に規定する職務を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条 理事及び監事

は、評議員会において

選任する。 

２ 本財団の開設する病

院及び診療所（並びに

介護老人保健施設）の

管理者は、必ず理事に

加えなければならな

い。ただし、○○県知

事（厚生労働大臣）の

認可を受けた場合はこ

の限りでない。   

 

 

３～６（略） 

７ 監事は、民法第 59

条に規定する職務を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本財団の業務又は財

産に関し不正の行為

又は法令若しくはこ

の寄附行為に違反す

る重大な事実がある

ことを発見したとき

は、これを○○県知

事（厚生労働大臣）

又は評議員会に報告

すること。 

(5) 第４号の報告をす

るために必要がある

ときは、理事長に対

して評議員会の招集

を請求すること。 

(6) 本財団の業務又は

財産の状況につい

て、理事に対して意

見を述べること。 

８ 監事には、この法人

の理事（これらの親族

その他特殊の関係のあ

る者を含む。）及び職

員（本財団の開設する

病院、診療所又は介護

老人保健施設（指定管

理者として管理する病

院等を含む。）の管理

者その他の職員を含

む。）が含まれてはな

らない。また、各監事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 監事には、この法人

の理事（これらの親族

その他特殊の関係のあ

る者を含む。）及び職

員が含まれてはならな

い。また、各監事は相

互に親族その他特殊の

関係があってはならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 監事には、この法人

の理事（これらの親族

その他特殊の関係のあ

る者を含む。）及び職

員が含まれてはならな

い。また、各監事は相

互に親族その他特殊の

関係があってはならな

い。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は相互に親族その他特

殊の関係があってはな

らない。 

 

   第５章 会議 

 

第 17 条 会議は、理事

長がこれを招集する。

（本条に、各会議の定

員 数 を 定 め て も よ

い。） 

２ 理事会を構成する理

事（現在数）の３分の

１以上から連名をもっ

て会議の目的たる事項

を示して請求があった

ときは、理事長は理事

会を招集しなければな

らない。 

３ 理事長は、総評議員

の５分の１以上の評議

員から会議に付議すべ

き事項を示して評議員

会の招集を請求された

場合には、その請求の

あった日から２０日以

内に、これを招集しな

ければならない。 

４（略） 

 

第６章 資産及び会計 

 

 

 

 

   第５章 会議 

 

第 17 条 会議は、理事

長がこれを招集する。 

 

 

 

２ その会議を構成する

理事又は評議員の３分

の１以上から連名をも

って会議の目的たる事

項を示して請求があっ

たときは、理事長はそ

の会議を招集しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（略） 

 

第６章 資産及び会計 

 

 

 

 

   第５章 会議 

 

第 17 条 会議は、理事

長がこれを招集する。

本条に、各会議の定員

数を定めてもよい。 

 

２ その会議を構成する

理事現在数又は評議員

現在数の３分の１以上

から連名をもって会議

の目的たる事項を示し

て請求があったとき

は、理事長はその会議

を招集しなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（略） 

 

第６章 資産及び会計 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 32 条 本財団の（事

業報告及び）決算につ

いては、毎会計年度終

了後２月以内に、事業

報告書、財産目録、貸

借対照表及び損益計算

書（以下「事業報告書

等」という。）を作成

しなければならない。 

 

 

２ 本財団は、事業報告

書等、監事の監査報告

書及び本財団の寄附行

為を事務所に備えて置

き、評議員又は債権者

から請求があった場合

には、正当な理由があ

る場合を除いて、これ

を閲覧に供しなければ

ならない。 

３ 本財団は、毎会計年

度終了後３月以内に、

事業報告書等及び監事

の監査報告書を○○県

知事（厚生労働大臣）

に届け出なければなら

ない。 

 

第８章 雑則 

 

第 32 条 本財団の決算

については、監事の監

査を経た上、理事会及

び評議員会の承認を受

け、毎会計年度終了後

２月以内にこれを○○

県知事（厚生労働大

臣）に届け出なければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第８章 雑則 

 

第 32 条 本財団の事業

報告及び決算について

は、理事長が作成し、

監事の監査を経た上

で、第 19 条及び第 22

条の手続きを経て、毎

会計年度終了後２月以

内にこれを○○県知事

（厚生労働大臣）に届

け出なければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第８章 雑則 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添７～１４ （略） 

 

第 38 条 本財団の公告

は、官報（及び○○新

聞）によって行う。 

 

附 則 

 

本財団設立当初の役員及

び評議員は、次のとおり

とする。 

  理 事 長 ○○ ○○ 

  常務理事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  理  事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  監   事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  評 議 員 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

 

第 38 条 本財団の公告

は、○○新聞（官報）

によって行う。 

 

附 則 

 

本財団設立当初の役員

は、次のとおりとする。 

 

  理 事 長 ○○ ○○ 

  常務理事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  理  事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  監   事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  評 議 員 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

 

第 38 条 本財団の公告

は、○○新聞（官報）

によって行う。 

 

附 則 

 

本財団設立当初の役員

は、次のとおりとする。 

 

  理 事 長 ○○ ○○ 

  常務理事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  理  事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  監   事 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  評 議 員 ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

  同    ○○ ○○ 

 

別添７～１４ （略） 

 



 

 

○「医療法人の基金について」（平成１９年３月３０日医政発第０３３００５１号）（抄） 

                    （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

 

第１ 基金制度の趣旨 

(1)  「基金」とは、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号。以

下「規則」という。）第３０条の３７及び第３０条の３８の規定により

社団である医療法人で持分の定めのないもの（医療法（昭和２３年法律

第２０５号。以下「法」という。）第４２条の２第１項に規定する社会

医療法人及び租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第６７条の２

第１項に規定する特定の医療法人（以下「特定医療法人」という。）を

除く。第２の２から４まで（３の(1)の①を除く。）及び６の①におい

て社団である医療法人の成立前にあっては設立時社員。以下「社団医療

法人」という。）に拠出された金銭その他の財産であって、当該医療法

人が拠出者に対して、定款の定めるところに従い返還義務（金銭以外の

財産については、拠出時の当該財産の価額に相当する金銭の返還義務）

を負うものであり、剰余金の分配を目的としないという医療法人の基本

的性格を維持しつつ、その活動の原資となる資金を調達し、その財産的

基礎の維持を図るための制度であること。 

 

 

 

(2) （略） 

 

第２～第４ （略） 

 

第１ 基金制度の趣旨 

(1)  「基金」とは、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号。以

下「規則」という。）第３０条の３７及び第３０条の３８の規定により

社団である医療法人で持分の定めのないもの（医療法（昭和２３年法律

第２０５号。以下「法」という。）第４２条の２第１項に規定する社会

医療法人及び良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の

一部を改正する法律（平成１８年法律第８４号）附則第８条に規定する

旧特別医療法人並びに租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第６

７条の２第１項に規定する特定の医療法人（以下「特定医療法人」とい

う。）を除く。第２の２から４まで（３の(1)の①を除く。）及び６の

①において社団である医療法人の成立前にあっては設立時社員。以下

「社団医療法人」という。）に拠出された金銭その他の財産であって、

当該医療法人が拠出者に対して、定款の定めるところに従い返還義務

（金銭以外の財産については、拠出時の当該財産の価額に相当する金銭

の返還義務）を負うものであり、剰余金の分配を目的としないという医

療法人の基本的性格を維持しつつ、その活動の原資となる資金を調達

し、その財産的基礎の維持を図るための制度であること。 

 

(2) （略） 

 

第２～第４ （略） 

 

 

 

（別添５） 



 

別添 

基金制度を採用する場合は、社団医療法人の定款例（「医療法人制度につ

いて」（平成 19年 3月 30 日医政発第 0330049 号厚生労働省医政局長通知別

添１））に、次のように「基金」の章を追加すること。 

社団医療法人（基金拠出型）の定款例 備    考 

 

   第２章 目的及び事業 

 

   第３章 基金 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第４章 社員 

（略） 

附 則 

（略） 

 

 

 

 

 

・特定医療法人又は社会医療

法人は、基金制度を利用す

ることができないため、基

金拠出型法人から当該医療

法人に移行する場合は、拠

出者に基金を返還し、定款

から「基金」の章を削除す

ることが必要である。 

 

 

 

（略） 

 

 

別添 

基金制度を採用する場合は、社団医療法人の定款例（「医療法人制度につ

いて」（平成 19年 3月 30 日医政発第 0330049 号厚生労働省医政局長通知別

添１））に、次のように「基金」の章を追加すること。 

社団医療法人（基金拠出型）の定款例 備    考 

 

   第２章 目的及び事業 

 

   第３章 基金 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第４章 社員 

（略） 

附 則 

（略） 

 

 

 

 

 

・特定医療法人又は社会医療

法人若しくは特別医療法人

は、基金制度を利用するこ

とができないため、基金拠

出型法人から当該医療法人

に移行する場合は、拠出者

に基金を返還し、定款から

「基金」の章を削除するこ

とが必要である。 

 

 

（略） 

 

 

 



 

 

○「社会医療法人の認定について」（平成２０年３月３１日医政発第０３３１００８号）（抄） 

                    （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１ （略） 

第２ 社会医療法人の認定要件 

１～５ （略） 

６ 公的な運営に関する要件について（法第４２条の２第１項第６号関

係） 

(1) （略） 

(2)  医療法人の事業について（規則第３０条の３５の２第１項第２号

関係） 

① 社会保険診療（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第２

６条第２項に規定する社会保険診療をいう。以下同じ。）に係る収

入金額（労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に係る

患者の診療報酬（当該診療報酬が社会保険診療報酬と同一の基準に

よっている場合又は当該診療報酬が少額（全収入金額のおおむね１

００分の１０以下の場合をいう。）の場合に限る。）を含む。）、

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第６条各号に掲げる健康

増進事業実施者が行う同法第４条に規定する健康増進事業（健康診

査に係るものに限る。以下同じ。）に係る収入金額（当該収入金額

が社会保険診療報酬と同一の基準により計算されている場合に限

る。）及び助産（社会保険診療及び健康増進事業に係るものを除

く。）に係る収入金額（１の分娩に係る助産に係る収入金額が５０

万円を超えるときは、５０万円を限度とする。）の合計額が、全収

入金額（損益計算書の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収

益業務事業損益に係る事業収益の合計額をいう。）の１００分の８

０を超えること。 

     なお、健康増進事業に係る収入金額は、次に掲げる健康診査等に

係る収入金額の合計額とする。 

第１～２（略） 

第２ 社会医療法人の認定要件 

１～５ （略） 

６ 公的な運営に関する要件について（法第４２条の２第１項第６号関

係） 

(1) （略） 

(2)  医療法人の事業について（規則第３０条の３５の２第１項第２号

関係） 

① 社会保険診療（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第２

６条第２項に規定する社会保険診療をいう。以下同じ。）に係る収

入金額（労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に係る

患者の診療報酬（当該診療報酬が社会保険診療報酬と同一の基準に

よっている場合又は当該診療報酬が少額（全収入金額のおおむね１

００分の１０以下の場合をいう。）の場合に限る。）を含む。）、

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第６条各号に掲げる健康

増進事業実施者が行う同法第４条に規定する健康増進事業（健康診

査に係るものに限る。以下同じ。）に係る収入金額（当該収入金額

が社会保険診療報酬と同一の基準により計算されている場合に限

る。）及び助産（社会保険診療及び健康増進事業に係るものを除

く。）に係る収入金額（１の分娩に係る助産に係る収入金額が５０

万円を超えるときは、５０万円を限度とする。）の合計額が、全収

入金額（損益計算書の本来業務事業損益、附帯業務事業損益及び収

益業務事業損益に係る事業収益の合計額をいう。）の１００分の８

０を超えること。 

     なお、健康増進事業に係る収入金額は、次に掲げる健康診査等に

係る収入金額の合計額とする。 

（別添６） 



 

イ （略） 

ロ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第１１１条第１項の規

定により全国健康保険協会が行う健康診査 

ハ～へ （略） 

ト 学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第５条の規定によ

り学校において実施される健康診断又は同法第１１条の規定によ

り市町村の教育委員会が行う健康診断 

チ～ヌ （略） 

   ②～③ （略） 

７～８ （略） 

第３ 社会医療法人の認定等に当たっての留意事項 

１～５ （略） 

６ その他 

(1)～(3)  （略） 

(4) 附帯業務及び収益業務の実施について 

定款又は寄附行為に定めのない業務を行うことは法令に違反する事

実となるため、新たに法第４２条各号に掲げる業務及び同法第４２条

の２第１項に規定する収益業務を行うに場合にあっては、定款又は寄

附行為の変更等の手続きに遺漏がないよう留意するものであること。 

ただし、収益業務には、当該医療法人の開設する病院等の業務の一

部として又はこれに附随して行われるものは含まれないものとし、特

段の定款変更等は要しないものとすること。 

この場合、附随して行われる業務とは、次に掲げる業務であるこ

と。 

① 病院等の施設内で当該病院等に入院若しくは通院する患者及びそ

の家族を対象として行われる業務又は病院等の職員の福利厚生のた

めに行われる業務であって、医療提供又は療養の向上の一環として

行われるものであること。 

したがって、病院等の建物内で行われる売店、敷地内で行われる

駐車場業等は、病院等の業務に附随して行われるものとされ、敷

イ （略） 

ロ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第５７条の２第１項の

規定により政府が行う健康診査 

    ハ～へ （略） 

ト 学校保健法（昭和３３年法律第５６号）第２条の規定により学

校において実施される健康診断又は同法第４条の規定により市町村

の教育委員会が行う健康診断 

    チ～ヌ （略） 

   ②～③ （略） 

７～８ （略） 

第３ 社会医療法人の認定等に当たっての留意事項 

１～５ （略） 

６ その他 

(1)～(3)  （略） 

(4) 附帯業務及び収益業務の実施について 

定款又は寄附行為に定めのない業務を行うことは法令に違反する事

実となるため、新たに法第４２条各号に掲げる業務及び同法第４２条

の２第１項に規定する収益業務を行うに場合にあっては、定款又は寄

附行為の変更等の手続きに遺漏がないよう留意するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

地外に有する法人所有の遊休資産を用いて行われる駐車場業は附

随する業務に含まれないものとして取り扱うものとすること。 

② 病院等の施設外で当該病院に通院する患者を対象として行われる

業務であって、当該病院等において提供される医療又は療養に連続

して行われるものであること。 

したがって、当該病院等への、又は、当該病院等からの患者搬送

は、病院等の業務に附随して行われるものとされ、当該病院等以

外の病院から同じく当該病院等以外の病院への患者搬送は収益業

務とされること。 

③ ①及び②において、当該法人が自らの事業として行わず、当該法

人以外の者に委託して行う場合にあっては、当該法人以外の者が行

う事業内容が、①又は②の前段に該当するものであるときは、当該

法人以外の者への委託は附随する業務とみなし、①又は②の前段に

該当しないものであるときは、附随する業務に含まれないものとし

て取り扱うものとすること。 

（5）～(7)  （略） 

別添１～別添２－２ （略） 

添付書類～添付書類６（略） 

添付書類７ 

１～２（略） 

３ 健康診査に係る収入の明細（規則第３０条の３５の２第１項第２号

イ） 

健康保険法 円 学校保健安全法 円 
船員保険法 円 母子保健法 円 
国民健康保険法 円 労働安全衛生法 円 
国家公務員共済

組合法 
円 高齢者の医療の

確保に関する法

律 
円 

地方公務員等共

済組合法 
円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5）～(7)  （略） 

別添１～別添２－２ （略） 

添付書類～添付書類６（略） 

添付書類７ 

１～２（略） 

３ 健康診査に係る収入の明細（規則第３０条の３５の２第１項第２号

イ） 

健康保険法 円 学校保健法 円 
船員保険法 円 母子保健法 円 
国民健康保険法 円 労働安全衛生法 円 
国家公務員共済

組合法 
円 高齢者の医療の

確保に関する法

律 
円 

地方公務員等共

済組合法 
円 



 

私立学校教職員

共済法 
円 

計 円 計 円 

  
健康診査に係る

収入合計 
⑩         

円 

（記載上の注意事項） 
○ ③が⑩と一致すること。 

 

別添３～別添６ （略） 

私立学校教職員

共済法 
円 

計 円 計 円 

  
健康診査に係る

収入合計 
⑩         

円 

（記載上の注意事項） 
○ ③が⑩と一致すること。 

 

別添３～別添６ （略） 

 


